
条例公布時の長の署名 地方自治法（昭和22年法律第67号） 16 4
当該普通地方公共団体の長の署名（総務省令で定める署名に代わる措置を含む。）、施行
期日の特例その他条例の公布に関し必要な事項は、条例でこれを定めなければならない。

指定納付受託者の指定の告示 地方自治法（昭和22年法律第67号） 231の2の3 2
普通地方公共団体の長は、前項の規定による指定をしたときは、指定納付受託者の名称、
住所又は事務所の所在地その他総務省令で定める事項を告示しなければならない。

契約書の記名 地方自治法（昭和22年法律第67号） 234 5

普通地方公共団体が契約につき契約書又は契約内容を記録した電磁的記録を作成する場
合においては、当該普通地方公共団体の長又はその委任を受けた者が契約の相手方とと
もに、契約書に記名押印し、又は契約内容を記録した電磁的記録に当該普通地方公共団
体の長若しくはその委任を受けた者及び契約の相手方の作成に係るものであることを示す
ために講ずる措置であつて、当該電磁的記録が改変されているかどうかを確認することがで
きる等これらの者の作成に係るものであることを確実に示すことができるものとして総務省
令で定めるものを講じなければ、当該契約は、確定しないものとする。

指定公金事務取扱者の指定の告示 地方自治法（昭和22年法律第67号） 243の2 2

普通地方公共団体の長は、前項の規定による委託をしたときは、当該委託を受けた者（以
下「指定公金事務取扱者」という。）の名称、住所又は事務所の所在地、指定公金事務取扱
者に委託した公金事務に係る歳入等又は歳出その他総務省令で定める事項を告示しなけ
ればならない。

小切手の振出しの際の受取人の氏名
の記載

地方自治法施行令（昭和22年政令第
16号）

165の3 1

地方自治法第二百三十二条の六第一項本文の規定による小切手の振出しは、各会計ごと
に、受取人の氏名、支払金額、会計年度、番号その他必要な事項を記載してこれをしなけれ
ばならない。ただし、受取人の氏名の記載は、普通地方公共団体の長が特に定める場合を
除くほか、これを省略することができる。

内部統制評価報告書の様式
地方自治法施行規則（昭和22年内務
省令第29号）

12の2の10 1 別記様式 地方自治法第百五十条第四項の規定による報告書の様式は、別記のとおりとする。
下線の様式中の長
の氏名

予算の調製の様式
地方自治法施行規則（昭和22年内務
省令第29号）

14 1 別記様式 予算の調製の様式は、別記のとおりとする。
下線の様式中の長
の氏名

継続費繰越計算書様式、
継続費精算報告書様式

地方自治法施行規則（昭和22年内務
省令第29号）

15の3 1 別記様式 継続費繰越計算書及び継続費精算報告書の様式は、別記のとおりとする。
下線の様式中の長
の氏名

繰越明許費繰越計算書様式
地方自治法施行規則（昭和22年内務
省令第29号）

15の4 1 別記様式 繰越明許費繰越計算書の様式は、別記のとおりとする。
下線の様式中の長
の氏名

事故繰越し繰越計算書
地方自治法施行規則（昭和22年内務
省令第29号）

15の5 1 別記様式 事故繰越し繰越計算書の様式は、別記のとおりとする。
下線の様式中の長
の氏名

決算の調製の様式
地方自治法施行規則（昭和22年内務
省令第29号）

16 別記様式 決算の調製の様式は、別記のとおりとする。
下線の様式中の長
の氏名

合併しようとする認可地縁団体が市町
村長による認可を申請する際に提出す
る書類

地方自治法施行規則（昭和22年内務
省令第29号）

18の2 1 3,6 三　合併後の認可地縁団体の構成員の名簿
六　申請者が合併しようとする各認可地縁団体の代表者であることを証する書類

下線の書類中の氏
名

合併しようとする認可地縁団体が実施
する債権者保護手続が終了した際の
届出

地方自治法施行規則（昭和22年内務
省令第29号）

22の2の3 2 前項の届出書の様式は、別記のとおりとする。

提案要請を行う際の審査員の氏名の
公示

地方公共団体の物品等又は特定役務
の調達手続の特例を定める政令第十
一条第一項第六号に規定する総務大
臣の定める要件（平成７年12月８日　自
治省告示第209号）

3 ホ 審査員の氏名

代理人の選任及び解任の届出
国地方係争処理委員会の審査の手続
に関する規則

10
当事者及び参加行政機関（以下「当事者等」という。）は、代理人を選任したときは、書面を
もってその者の氏名及び職業を委員会に届け出なければならない。解任したときも、同様と
する。
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